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○ 「 行政評価・監視 」は、総務省が行う評価業務の一つで、行政の運営全般を対象として、主として
適正性、有効性、効率性等の観点から評価を行い、行政運営の改善を推進するものです。

○ 本調査は、沖縄行政評価事務所が、平成19年９月から11月にかけて実地に調査した結果に基づき、
関係地方支分部局等に対して、 平成19年11月30日に所見表示したものです。



調査の概略

国の行政機関等においては、国民の立場に立った親切で真心のこもった行政を実現するため、 毎年、

「さわやか行政サービス運動」を展開し、様々な行政サービスの改善に努めています。
（注） 「さわやか行政サービス運動について」（昭和63年1月26日付け閣議決定）及び「今後の行政サービス運動の推進について」

（平成13年２月16日さわやか行政サービス推進協議会申合せ）

また、各官庁施設の建築や管理等においても、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する
法律（平成18年法律第91号） 」や、国の「建築設計基準」等に基づき、 高齢者、障害者等の移動上及び

施設利用上の利便性及び安全性の向上を図ることとされています。
しかし一方で、窓口対応に関する意見・要望や、視覚障害者誘導用ブロック及び多様な利用者に配慮し

た多機能便房（トイレ）が利用しづらい等の指摘もあります。
さらに、各官庁施設では、「健康増進法」（平成14年法律第103号） に基づき、受動喫煙を防止するため

に必要な措置を講ずることとされています。
この調査は、国の行政機関におけるバリアフリー及び行政サービスの推進状況並びに受動喫煙防止

対策の実施状況を調査し、関係行政機関における行政サービスの改善に資するために実施したものです。

目 的

（注）１ （ ）内は、併せて調査した出先機関の数である。

なお、沖縄総合事務局については、内部部局である総務部庁舎管理官室及び開発建設部営繕課については調査事項が
異なるため、これらを各１機関としてカウントしている。

２ ２８機関のうち合同庁舎の管理官署４機関は、「窓口業務のサービスの推進状況」 （調査項目２）については、一部の事項

（庁舎案内標識、総合案内板）のみを調査対象とした。（後述Ｐ４「窓口業務のサービスの推進状況①」調査結果参照）

沖縄総合事務局（４）、 沖縄行政評価事務所、沖縄総合通信事務所、那覇地方法務局（３）、福岡
入国管理局那覇支局（１）、那覇地方検察庁、沖縄地区税関（１)、沖縄国税事務所（４）、沖縄労働局
（４）、沖縄気象台、石垣海上保安部 計28機関 （注）

調査対象機関

－１－



１ 高齢者、障害者等に配慮した行政サービスの推進状況①

○ 各府省は、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成18年法律第91号。以下「バリアフ
リー新法」という。）及び「バリアフリー化推進要綱」（平成16年6月1日バリアフリーに関する関係閣僚会議決定）に

基づき、国の合同庁舎等の新築に当たっては、スロープ、エレベーター、点字ブロックの整備等のバリアフリー化を
行い、特に窓口業務については、事務室の自動ドア化、多様な利用者に配慮した多機能トイレ等の設置を含めた
高度なバリアフリー化を推進することとされている。また、既存の官公庁施設についても、引き続きバリアフリー化を
進めるとしている。

○ 窓口業務を行う官署が入居する官公庁施設については、「障害者基本計画」（平成14年12月24日閣議決定）を踏

まえた「重点施策実施５か年計画」において、視覚障害者用誘導ブロック（以下「点字ブロック」という。）、身体障害
者用トイレ等の整備・改修を実施することとされている。

制度・仕組み等

一般の利用者が多い19施設（合同庁舎８施設‐うち１施設は建築中、単独庁舎11施設）を対象に調査したところ、バ
リアフリー化への取組が進展しているものの、次のとおり、バリアフリー新法及び官庁施設を建設する際の手引きであ
る建築設計基準からみて、なお一層高齢者、障害者等に配慮した施設の整備・改修が必要な状況がみられた。

○ 点字ブロック 【 敷設なし（３施設） 敷設が不十分（６施設） 】

○ 移動等円滑化経路 （注） 【 段差あり（１施設） 障害物有（２施設） つまづき・転倒のおそれ（３施設） 】

○ 車いす使用者用駐車施設 【 配慮が不十分（１施設） 】

○ 玄関呼出装置 【 装置故障（１施設） 点字表示なし（２施設） 】

○ 多機能トイレ 【 非常通報ボタンなし（２施設） 電灯スイッチの高さ不適切（４施設） 】

調査結果

－２－

(注) 事例、移動等円滑化経路については、資料参照



１ 高齢者、障害者等に配慮した行政サービスの推進状況②

関係行政機関は、高齢者、障害者等の安全・利便の向上を図る観点から、管理する施設の総点検を行い、当該
施設・設備の改修等所要の措置を講じ、容易に利用できるものとする必要がある。

点字ブロック ： 沖縄総合事務局 （陸運事務所、宮古運輸事務所）

那覇地方法務局 （名護地方合同庁舎）

沖縄地区税関 （沖縄地区税関）

沖縄国税事務所 （沖縄国税総合庁舎）

沖縄労働局 （名護公共職業安定所、宮古公共職業安定所）

移動等円滑化経路 ： 沖縄総合事務局 （ ※八重山運輸事務所）

那覇地方法務局 （ ※名護地方合同庁舎、石垣地方合同庁舎）

沖縄国税事務所 （ ※平良税務署、 ※石垣税務署）

沖縄労働局 （名護公共職業安定所）

車いす使用者用駐車施設 ： 沖縄総合事務局 （那覇第２合同庁舎１号館）

玄関呼出装置 ： 那覇地方法務局 （名護地方合同庁舎）

那覇地方検察庁 （那覇第１合同庁舎）

沖縄国税事務所 （沖縄国税総合庁舎）

多機能トイレ ： 沖縄総合事務局 （平良地方合同庁舎、陸運事務所、八重山運輸事務所）

那覇地方法務局 （石垣地方合同庁舎）

沖縄国税事務所 （ ※石垣税務署）

沖縄労働局 （名護公共職業安定所）

所見表示要旨

(注) ※は調査後に改善済みの施設

－３－

指 摘 事 項 通知機関名 指 摘 し た 施 設 名



２ 窓口業務のサービスの推進状況①

○ 国の行政機関等は、 国民の立場に立った親切で真心のこもった行政を実現するため、毎年、さわやか行政サービス運動を

展開しており、当該運動において、各府省は、機関ごとに提供するサービスの内容等に応じた自主的な総点検計画を策定の
上、定期的な総点検を行い、きめ細かな行政サービスの改善に取り組むこととしている。

○ また、バリアフリー新法第３条に基づく「移動等円滑化の促進に関する基本方針」（平成18年12月15日告示第１号。以下「基
本方針」という。）により、緊急時の避難誘導など障害者等への適切な情報提供及び円滑なコミュニケーションを確保するため
職員等関係者の教育訓練の充実に努めることとされている 。

制度・仕組み等

一般の利用者が多い施設において、 さわやか行政サービス運動推進及び基本方針の観点から24機関（合同庁舎入居
13機関、単独庁舎入居11機関）を対象に調査したところ、次のとおり、なお一層の改善を要するものが見られた。

○ 庁舎の案内標識が、付近の主要な交差点等にないため、庁舎の所在が分かりにくいもの【７機関】（注）

○ 庁舎前の樹木にさえぎられて、庁舎の案内標識等が見づらいもの【３機関】（注）

○ 庁舎の玄関等に総合案内板がないもの【５機関】（注）

○ 総合案内板等に多機能トイレの位置表示や機関名等の外国語表記がないもの【１３機関】（注）

○ 各種申請・相談等の受付時間を窓口及びホームページに分かりやすく明示していないもの【８機関】
○ 申請書等の記載例の文字が小さくて分かりづらいもの【２機関】
○ 相談窓口等において、プライバシーを保護するための隣席との仕切板等が整備されていないもの【８機関】
○ 窓口で氏名を呼ばれることを希望しない者に対するプライバシーへの配慮が必要なもの【８機関】

○ 障害者等に対する緊急時等の情報提供を行う体制等の充実が必要なもの【23機関】

○ 障害者等との円滑なコミュニケーションを確保するための計画的な研修など、職員等関係者に対する教育訓練の充実が
必要なもの【24機関】

（注）１ 事例等については、資料参照

調査結果

－４－

２ 上記で(注)を付したものについては、合同庁舎の管
理官署を含む28機関を調査対象としている。



２ 窓口業務のサービスの推進状況②

関係行政機関は、高齢者、障害者等の利用者サービスの向上を図る観点から、以下について改善に努める必要がある。

○ 庁舎案内標識等の主要な交差点等への設置について、計画的な取組を行うこと
（那覇第二地方合同庁舎、平良地方合同庁舎、石垣地方合同庁舎、沖縄地区税関、沖縄職業総合庁舎、名護公共職業安定所、石垣港湾合同庁舎）

○ 樹木により庁舎の案内標識等が道路等から見づらいものについては、樹木の定期的な剪定を行うこと
（※沖縄国税総合庁舎（沖縄国税事務所・那覇税務署）、名護税務署）

○ 利用者が見やすい位置に総合案内板を設置すること
（※沖縄総合通信事務所、※平良税務署、※石垣税務署、宮古運輸事務所、八重山公共職業安定所）

○ 総合案内板等に多機能トイレの位置の明示や機関名等に外国語表記を追記すること
（陸運事務所、八重山運輸事務所、※平良地方合同庁舎、那覇地方法務局及び３支局（名護、宮古島、石垣）、※沖縄地区税関石垣税関支署、

各公共職業安定所、※石垣港湾合同庁舎）

○ 受付時間を窓口及びホームページの分かりやすい位置に明示すること
（沖縄総合通信事務所、沖縄地区税関、同石垣税関支署、※沖縄国税事務所、※名護税務署、※平良税務署、※石垣税務署、沖縄労働局）

○ 申請書等記載例を、文字を大きくすることなどにより高齢者等にも見やすいものとすること
（※宮古運輸事務所、※那覇地方法務局石垣支局）

○ プライバシー対策として相談窓口等に仕切り板等を設置すること
（陸運事務所、那覇地方法務局名護支局、同石垣支局、同宮古島支局、※平良税務署、宮古公共職業安定所、

八重山公共職業安定所、名護公共職業安定所）

○ プライバシー対策として、例えば、ボイスコールの設置等による整理番号等での呼び出しや、氏名を呼ばれることに差し障
りがある者についてはあらかじめ申し出ることが可能な旨の表示等を行うこと

（那覇地方法務局及び３支局（名護、宮古島、石垣）、※那覇税務署、名護公共職業安定所、宮古公共職業安定所、八重山公共職業安定所）

○ 障害者に対する緊急時等の情報提供を行う体制の充実を図ること （調査対象23機関（沖縄気象台を除く））

○ 障害者等との円滑なコミュニケーションを確保するための計画的な研修など、職員等関係者に対する教育訓練の充実を
図ること（調査対象全24機関）

(注) ※は調査後に改善済みの施設及び機関

所見表示要旨

－５－



３ 受動喫煙防止対策の実施状況

○ 官公庁施設を管理する者は、「健康増進法」（平成14年法律第103号）第25条において、受動喫煙を防止するために必要な措置を講ずる
よう努めなければならないとされている。また、「受動喫煙防止対策について」（厚生労働省健康局長通知平成15年4月）においては、喫煙

場所から非喫煙場所にたばこの煙が流れ出ないよう適切な措置を実施することとされており、完全禁煙を行っている場所ではその旨の表
示を、分煙を行っている場所では禁煙場所と喫煙場所の表示を明確に行うこととされている。

○ 各府省庁舎内では、人事院通知 「 職場における喫煙対策に関する指針について 」 （ 平成15年7月10日勤職－223 ）に基づいて、空間
分煙（注）を確保するよう具体的な対策を講ずるとともに、可能な範囲で全面禁煙に努めることとされている。 また、 空間分煙の具体的な対

策として、ⅰ）喫煙室等には、たばこの煙が漏れないように喫煙室等以外との仕切りの設置、ⅱ）喫煙室等とその周辺の浮遊粉じん、一酸
化炭素濃度等の測定に努めることとされている。

（注）空間分煙とは、庁舎内に設けた一定の要件を満たす喫煙室又は喫煙コーナーのみで喫煙を認める方法のことをいう。

制度・仕組み等

関係行政機関は、受動喫煙防止の徹底を図る観点から、以下の措置を講ずる必要がある。

○ 庁舎玄関前等に設置された灰皿を撤去する又は非喫煙者に受動喫煙のおそれがない場所に移動すること
（那覇第二地方合同庁舎、陸運事務所、宮古運輸事務所、※石垣税務署、名護公共職業安定所、宮古公共職業安定所）

○ 庁舎玄関等の分かりやすい位置に、庁舎全面禁煙又は空間分煙としている旨の表示をすること
（陸運事務所、※沖縄総合通信事務所、※沖縄地区税関、※名護税務署、※石垣税務署、那覇公共職業安定所、宮古公共職業安定所）

○ 喫煙室とその周辺について、定期的な空気環境測定を実施すること （陸運事務所、福岡入国管理局那覇支局）

一般の利用者が多い18施設（合同庁舎７施設、単独庁舎11施設）を対象に、当該施設における受動喫煙防止対策を調査した
ところ、11施設において次のとおり、なお一層の改善を要するものが見られた。

○ 庁舎玄関前等に灰皿が置かれており、喫煙場所となっていることから、非喫煙者に受動喫煙のおそれがあるもの【６施設】
○ 庁舎内を完全禁煙又は空間分煙としているが、その旨の表示がない又は分かりにくいもの【７施設】
○ 喫煙室及びその周辺について定期的な空気環境測定を実施していないもの【２施設】

(注) ※は調査後に改善済みの施設

調査結果

所見表示要旨

－６－

(注) 事例等については、資料参照
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